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■ 日本公庫の概要

１

株式会社日本政策金融公庫（略称：日本公庫）とは

日本公庫とは？（平成２６年３月２５日現在）

◆ １００％政府出資の政策金融機関

◆ 資本金 ３兆７，０９５億円

◆ 国内 １５２支店 、海外駐在員事務所 ２ヵ所

◆ 職員数 ７，３６４人

＜平成２０年９月３０日以前＞

国民生活金融公庫

農林漁業金融公庫

中小企業金融公庫

日本政策金融公庫

国民生活事業 中小企業事業農林水産事業



■ お取引先の特徴（国民生活事業）

２



地域経済の基盤を形成
（コミュニティ等の基盤を形成）

生活の質を高める。
（社会的課題の解決）

３

経済的意義 社会的意義

①地域住民のための生活充足の役割

②伝統産業などの特産品提供の役割

③雇用の吸収および「苗床」の役割

④新しい世代の担い手としての役割

①地域社会における利便性の役割

②コミュニケーション仲介の役割

③地域における文化的役割

④生きがいと自己実現の役割

⑤地域社会における役割

■ 小規模事業者の意義



■ ソーシャルビジネス支援状況①

４

○ ソーシャルビジネスを営む方は、「事業規模が小さい」、「収益性が乏しい」等の理由から、一般の金融機関から融資を受けるこ

とが困難な場合が少なくありません。

○ 日本公庫 国民生活事業は、地域で社会的課題を解決し、安定的かつ継続的な雇用を創出するソーシャルビジネスの担い手で

あるＮＰＯ法人等を積極的に支援しており、様々な業種の方にご利用いただいております。

図1 :ＮＰＯ法人向けの年間融資実績の推移（平成21～25年度）
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５

ご融資先の業種の内訳（近畿地区 ２５年度）

「夢をあきらめない！」社会起業家を支援

企業名：（株）八百鮮

業 種：青果小売業

住 所：大阪府大阪市

創 業：２０１０年

・代表者は大学在学中から障害者雇用に関心をもち、ボランティア活
動を通じて社会起業家となる夢を固める。

・大学卒業後、県外の食品スーパーで修業を重ねたのち、「障害をもつ
方に、一人でも多く、就業機会を提供したい」と、29歳で創業。日々の
苦労は絶えないが、地域住民からの理解、支持に支えられ、順調な
経営を行っている。

・２０１０年１２月の創業だが、２０１２年３月には第２号店を出し、
２０１４年４月には第３号店を出店する。

【客足が絶えない店舗】

介護事業・

社会福祉

99件 70.2%
サービス業

15件 10.6%

教育・ 学

習支援

13件 9.2%

その他

14件 9.9%
主な業種 件数 構成比

訪問介護事業 29 29.3%

通所・短期入所介護施設 18 18.2%

他に分類されない社会保険・

社会福祉・介護事業
16 16.2%

知的障害者福祉事業 9 9.1%

その他の児童福祉事業 9 9.1%

身体障害者福祉事業 8 8.1%

その他 10 10.1%

＜介護事業・社会福祉分野の内訳＞

■ ソーシャルビジネス支援状況②



■ ソーシャルビジネスの課題

６
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行政や地域との連携

組織のマネジメント

日本政策金融公庫総合研究所「NPO法人アンケート」（2011年）

ソーシャルビジネス事業展開上の主要課題（複数回答）
（％）

主な課題
①資金（収入）
②人材
③マネジメント



■ ソーシャルビジネスの資金調達の現状と課題①

７

事業活動を行う上では資金が必要
→基本的には、事業活動を通じて必要な資金を確保

しかし、

→外部からの資金調達が必要になる場面がある

調達方法 使途の自由度 調達額 調達のタイミング 返済義務

会費、寄付金 大 小 非柔軟 なし

補助金、助成金 小 中～大 非柔軟 なし

融 資 大 中～大 柔軟 あり

主な外部からの資金調達方法

・事業を開始、拡大する場面
・設備投資を行う場面
・収入が実際に入金されるまでのつなぎ資金が必要な場面 など



■ ソーシャルビジネスの資金調達の現状と課題②

・ 成長段階に応じた資金調達方法の選択
－創業・成長初期 自己資金、寄付金、会費、公的融資
－安定・拡大期 補助金、助成金、融資

・ 事業計画の実現可能性及び実績の評価

・ 会計（計算）書類の整備、経理体制の強化

８

上手に資金調達を行うための課題



９

■ ソーシャルビジネスへの日本公庫の取組

事業計画、資金計画の相談！

ソーシャルビジネスの事例！

支援機関への紹介！

などなど。。。



■ ソーシャルビジネスへの日本公庫の取組

10



11

■ ソーシャルビジネス起業に向けての取組（神戸市）



■ （参考）日本公庫の融資制度・融資事例

12

事業内容 お使いみち

通所介護（デイサービス） デイサービスセンターの建設

訪問介護 ヘルパーに対する人件費の支払い

認知症の要介護者向け入所施設
（グループホーム） 賃借している入所施設の買取り

高齢者に対する職業訓練 訓練用のコンピューターの購入

高齢者に対する福祉運送 福祉送迎用の車両購入

障害を持つ方に対する就労支援 就労支援を行うための施設の建設

障害を持つ児童に対する発達支援 発達支援を行う施設の増改築

障害を持つ児童の家族に対する療育指導 事務所移転に伴う、新事務所の内装工事

若者に対する自立・就労支援 行政の委託事業に係る収入が事業完了後の入金となるため、その間のつなぎ資金

青少年に対する社会教育 イベントの開催費用の支払い

学童保育 機材等の購入や職員に対する人件費の支払い

幼児保育 保育園の分園開設のために賃借する物件の敷金や工事代金の支払い

自然保護 植林活動で使用する苗木の生産


